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レジオネラ属菌は河川や土壌など自然界に広く分布す

るグラム陰性桿菌である。本菌を含むエアロゾルを吸入

すると四類感染症に指定されているレジオネラ症が引き

起こされることがある。全国のレジオネラ症の報告数は

10年間で7～8倍 1)に増加しており、山梨県内において

も同様であることから早急な対策が必要となっている。

レジオネラ症の主な感染源は公衆浴場であることから、

公衆浴場では次亜塩素酸ナトリウム（塩素）を用いた消

毒を行い、感染防止対策を行っている。しかし、特に温

泉水を利用している施設では浴用水の pHが高い場合や

アンモニウムイオンなどの成分が含まれている場合があ

り、このような施設では塩素消毒の効果が低下すること

が知られているため、効果的な消毒方法が求められてい

る。 

このような状況の中で、結合残留塩素の一種であるモ

ノクロラミン（MC）による浴用水の消毒効果が検討され

ている。MCは比較的高いpHにおいても消毒効果を発揮

し、消毒副生成物が少なく、いわゆる塩素臭を発しない

という特徴があるため、塩素消毒が適さない浴用水に有

用である可能性が報告されている2-5)。一方、山梨県内の

公衆浴場ではpH10を超える温泉が複数存在しているが、

このような泉質において MCが十分な消毒効果を示すこ

とを確認した報告はない。そこで本研究では山梨県内の

塩素消毒が困難と思われる浴用水を用いて、MCによるレ

ジオネラ属菌の消毒効果、消費量および安定性に関する

検討を行った。 

 

材料および方法 

 

１ 浴用水  

山梨県内の公衆浴場のうち過去にレジオネラ属菌の行

政検査歴がある、遊離残留塩素が十分に検出されている

にも関わらずレジオネラ陽性になったことがある、塩素

消毒が困難と思われる泉質であるという3点を考慮し、

県内全域から10施設（No.1～10）の浴用水を選定した。

また、コントロールとして浴用水に水道水を用いている

1施設（No.11）を選定した。浴用水は塩素処理がされて

いない源泉タンクおよびその周辺から採取した。 

２ 使用菌株 

 消毒効果の判定には浴槽水由来 Legionella 

pneumophila SG1（菌株番号 10-6-Leg）を用いた。 

３  MCの調整  

MCの調整方法は杉山ら3)の方法に準じて行った。すな

わちNaOHを用いて超純水をpH8.4に調整し、その12.5 mL

に5 %次亜塩素酸ナトリウム溶液を300L添加し、次い
で10 %塩化アンモニウム溶液312.5 Lを添加、攪拌後
の溶液を1200 mg/L MC溶液として使用した。 

４ MC濃度測定 

杉山ら3)の濃度測定方法に準じ、MCの濃度は全残留塩

素で測定した。なお、MC溶液から遊離残留塩素は検出さ

れなかった。 

５ MCの消毒効果 

菌株をBCYE寒天培地で35℃、3～4日間培養後、各浴
用水に106 CFU / mLとなるよう菌株を懸濁した。MCを3 

mg/Lに調整した各浴用水を40℃でインキュベートし、1、

5、10、30分後にチオ硫酸ナトリウム溶液で中和後、各

浴用水を希釈、BCYE寒天培地に塗布し、35℃で 4日間
培養した。得られたコロニーをカウントし、希釈倍率か
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ら生菌数を測定した。測定は2回行い平均値を採用した。

同様の操作を0.4 mg/Lの塩素についても行った。消毒効

果の評価はヨーロッパ標準殺菌効力試験法の改良型 6)

（EN法：生菌数が10-5以下に減少で有効と判定）により

行った。 

６ 薬剤消費量の測定  

各浴用水にMCまたは塩素を添加し、投与量から測定値

を引いた値を消費量とした。測定は3回行い、平均値を

MC消費量または塩素消費量とした。 

７ 浴用水中での安定性  

MCは3 mg/L、塩素は0.4 mg/L程度に調整した各浴用

水を容器内で密封せず40℃の恒温槽で30、60、90、120

分後にMCまたは塩素濃度を測定した。測定は2回行い、

平均値を採用した。 

 

結果と考察 

 

１ MCの消毒効果 

EN法による評価により、消毒時間30分においてMCは

No.1～10（pH7.5～10.3）の浴用水全てで有効と判定され

た。一方、同条件で塩素は7浴用水が無効と判定された。

MCが有効で塩素が無効であった浴用水はpHが9を超え

ているか、アンモニウムイオンが高い施設であった。特

に、pHが10を超えるNo.1～3の3施設の浴用水ではMC

は塩素と比較し10、30分の生菌数が104 CFU/mL程度低

かった。MCはpHが高い浴用水ほど効果が低い傾向にあ

ったが、例外として、H2Sを0.2 mg/kg含む硫黄泉であ

るpH9.2のNo.5の消毒効果はpH10を超えるNo.1, 2や、

pH10でH2Sを含まない単純硫黄泉であるNo.3よりもわ

ずかに低かった。また、No.5での消毒効果はpH9.2のNo.9

よりも明らかに低かった（表）。これらの結果より、MC

はH2Sによる消毒阻害作用を受ける可能性が高いことが

確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倉ら7)は、pH8.8の緩衝液において3 mg/LのMCによ

る15分間の処理で、遠藤ら8)は9分以内に106 CFU/mL

のレジオネラが非検出となったと報告している。今回の

結果においてもpH9未満の浴用水は5分以内に検出下限

値未満となっており、これらの結果とほぼ同様の傾向で

あることが確認された。 

これらのことからMCは特定の成分を含む場合を除き、

pH10を超える浴用水においても塩素より安定的に消毒

効果が得られることが示唆された。 

２ 薬剤消費量の測定  

MC消費量と塩素消費量を比較すると、0.1 mg/L以上の

差が出た浴用水は7施設あり、全てでMC消費量の方が低

かった。特に、硫黄泉であるNo.3や5、または過マンガ

ン酸カリウム消費量が高いNo.8では両薬剤消費量が大

きく、差についても大きかった(図1)。これらの結果か

ら、浴用水中においてMCは塩素と比較し消費される物質

がより少ないことが考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 塩素とMCの消費量の差（塩素消費量－MC消費量） 

３ 浴用水中での安定性  

MC濃度はH2Sを含む硫黄泉であるNo.5については30

分後から大きく減少し、120分後には検出下限値未満と

なった。この結果はNo.5のMC消毒効果が低いという結

果と密接に関連していると考えられた。No.5以外の全て

の浴用水は120分後の濃度が添加直後の濃度と比較し、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 MC 3 mg/L、塩素0.4 mg/Lでの経時的生菌数変化 （対数量）（黄色部はEN法で有効と判定された条件） 

1 5 10 30 1 5 10 30 （分）

1 10.1 - <5 -0.7 -3.4 <-5 <-5 -0.6 -0.7 -1.1 -2.1

2 10.3 - <5 -0.9 -2.7 <-5 <-5 -0.3 -0.5 -1.0 -1.7

3 10.0 - <5 0.1 -1.3 <-5 <-5 0.0 -0.2 -0.5 -1.2

4 8.4 <5 <10 -0.5 <-5 <-5 <-5 <-5 <-5 <-5 <-5

5 9.2 <1 <10 -0.3 -1.6 -2.6 <-5 -0.1 -0.5 -2.3 -4.4

6 7.5 <50 <5 -0.7 <-5 <-5 <-5 -1.9 -2.2 -2.4 -3.1

7 9.6 - <5 -0.4 -2.5 <-5 <-5 0.3 0.2 -1.7 -1.8

8 8.3 <1 <100 0.3 <-5 <-5 <-5 -0.9 <-5 <-5 <-5

9 9.2 <1 <5 -0.3 -3.4 <-5 <-5 -0.8 -1.9 -3.4 <-5

10 9.4 - <5 -2.5 <-5 <-5 <-5 -0.7 -0.9 -2.4 -2.8

11 8.0 - - <-5 <-5 <-5 <-5 -4.9 <-5 <-5 <-5

MC 塩素
検体番号

pH
(40℃)

NH4
(mg/kg)

過マンガン酸

カリウム消費量

(mg/kg)
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25～50 %程度の減少に留まった。一方、塩素では120分

後においても濃度減少が少ないもの、120分後の濃度が

40～70 %程度減少するもの、急激に濃度が減少し検出下

限値未満またはその付近になるものなど浴用水により安

定性が大きく異なった。MCと塩素を比較すると、No.4, 7, 

8,9では塩素は検出下限値未満またはその付近となった

一方、MCは30～50 %程度の減少であった。また、No.5

においては塩素は60 %程度の減少に留まった。全体的に

はMCの安定性の方が高い傾向にあった（図2）。浴槽水

におけるMCの消毒濃度はWHO のバックグランドドキュ

メント等を参考に3 mg/Lで運用されている3)一方、塩素

消毒濃度は通常0.2～0.4 mg/Lで運用されている。MCは

約10倍の濃度管理が必要であるが、使用する浴用水での

消費量と安定性によっては塩素よりも少ない薬剤量で運

用することができると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 添加直後の濃度と比較した120分後のMC、塩素の残存率 

 

まとめ 

 

今回の検討の結果、塩素と比較しMCは対象としたpH10

を超える浴用水を含む全ての浴用水において高い消毒効

果を示した。また、塩素と比較しほとんどの浴用水で薬

剤消費量が抑えられ、浴用水中での安定性も高いなど、

濃度調節が比較的容易であることが示唆された。これら

の結果は、塩素消毒が適さない公衆浴場においてMCは有

用な消毒剤である可能性が高いことを示している。ただ

し、H2Sを含む浴用水ではMCの濃度減少が著しく、消毒

阻害作用が確認されたことから運用は困難であると考え

られた。また、公衆浴場におけるレジオネラはバイオフ

ィルムなどの保護下にあるため、今回と同様の結果が得

られるとは限らないことから、消毒に過度に依存せず、

清掃による衛生管理についても重要であると考えられた。 
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